
（１）　人件費の状況（普通会計決算）

（２）　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） 1 　職員手当には退職手当を含みません。
2 　職員数は平成19年4月1日現在の人数です。

（３）　特記事項
・　給与抑制措置

[特別職給与削減] 特別職の給与を、市長５％、副市長及び教育長３％減額（平成20年度）
[管理職手当] 管理職員を対象に管理職手当を平成18年1月より１０％減額。

（旧五泉市おいては、平成11年4月より実施。）
[昇給抑制] 全職員を対象に、昇給の抑制措置を平成19年度から3年間実施。
[勤勉手当] 全職員を対象に、勤勉手当の支給割合を国に比べて0.05月分抑制

（４）　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） 1 　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与
水準を示す指数です。

2 　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純
平均したものです。

3 　五泉市のラスパイレス指数については、平成15年は旧五泉市の数値です。
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（１）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（20年4月1日現在）
　①一般行政職

　 ②技能労務職

※ 　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。
（平成１７～１９年の３ヶ年平均）

※ 　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点にお
いて完全に一致していません。

※ 　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を
１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては
前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　③教育職

5,868,807 円 3,320,200 円 1.77

5,626,485 円
5,207,966 円

（Ｄ）
管理員

3,381,600 円 1.54調理員
1.74

ー

3,227,400 円

ー ー

区　　分

参　　　　考
年収ベース（試算値）の比較

五泉市 民間
Ｃ／Ｄ

（Ｃ）

ー ー ー
類似団体 48.8 60 292,567 円 315,095 円 304,626 円 ー

ー ー ー
国 48.9 4,784 284,679 円 ー 320,623 円 ー

53.0 241,700 円 1.50
新潟県 47.5 692 337,070 円 379,519 円 366,105 円 ー

40.9 250,500 円 1.25
うち自動車運転手 46.8 12 321,725 円 362,162 円 350,448 円 自家用乗用自動車運転手

53.9 225,900 円 1.49
うち調理員 46.8 17 302,694 円 312,590 円 313,913 円 調理士

ー ー ー
うち管理員 50.2 19 308,305 円 337,526 円 339,529 円 用務員

Ａ／Ｂ
（Ａ） （国ベース） （Ｂ）

五泉市 47.5 64 304,650 円 325,966 円 324,362 円

区　　分
公　　　　務　　　　員 民　　　　間 参　考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額

類似団体 43.7 335,660 円 386,496 円 365,471 円

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

ー

平均給料月額 平均給与月額

325,113 円 ー

359,668 円327,430 円

357,252 円

387,506 円

370,573 円

平均給与月額
（国ベース）

348,972 円42.0

平均年齢

五泉市

２　　職員の平均給与月額、初任給等の状況

区　分 平均年齢

339,520 円

平均給料月額
平均給与月額
（国ベース）

360,710 円

平均給与月額

ー

新潟県 43.0 340,564 円 412,539 円

国

新潟県

41.1

区　分

五泉市 44.2

348,868 円

自動車運転手

42.8

326,517 円

376,014 円 426,152 円 ー

類似団体 43.2



 　④福祉職

　⑤消防職

（注） 1 　「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均
です。

2 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手
当などの諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにさ
れているものです。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手
当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベー
スで再計算したものです。

（２）　職員の初任給の状況（20年4月1日現在）

（注）　新潟県職員の初任給中（　）内は、給与削減前の額です。

（３）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２０年４月１日現在）

310,254 円

416,971 円

413,227 円

265,862 円 302,863 円 355,800 円 393,250 円 410,985 円

270,050 円 324,500 円 374,316 円 400,536 円

216,233 円

10年 15年 20年

220,300 円 290,083 円

264,325 円

353,571 円 395,661 円

25年

365,500 円

平均給与月額

334,206 円

ー

平均給与月額
（国ベース）

361,050 円 399,976 円

292,642 円 324,520 円

337,139 円

416,425 円

438,900 円

30年 35年

初 任 給

140,165円
（144,500円）

325,571 円

328,198 円

区　分

初 任 給

172,200 円

295,160 円

267,878 円

　　　　　　　　　経験年数
区　　分

一般行政職

技能労務職 高校卒 137,200 円

220,930 円

183,766 円

高校卒

平均年齢

五 泉 市

教　育　職

高校卒

短大卒

短大卒福　祉　職

消　防　職

大学卒

高校卒

301,518 円 365,447 円

152,800 円

299,091 円38.9

328,189 円

326,116 円

大学卒

高校卒 140,100 円

340,322 円

平均給料月額

43.5

40.2

平均年齢

327,487 円

一般行政職

五泉市

国

区　分

区　　　　分

五泉市

類似団体 39.6

173,436円
（178,800円）

国
初 任 給

Ⅰ種
181,200 円

新 潟 県

172,200 円
Ⅱ種

技能労務職

福　祉　職

高校卒

231,500 円

消　防　職

短大卒

類似団体 43.3 318,073 円

140,100 円

171,884円
（177,200円）

Ⅲ種
140,100 円

137,200 円

-

-

-

137,643円
（141,900円）

平均給与月額平均給料月額
平均給与月額
（国ベース）

-

-

334,490 円

369,887 円

152,800 円



（１）　一般行政職（保育・消防・技能労務職員等除く）の級別職員数の状況
（２０年４月１日現在）

（注） １　五泉市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

(注） １　平成15年度の数値については、旧五泉市と旧村松町を合算したものです。
２　給料改定により平成18年4月1日から８級制から６級制へ改定。

（２）　昇給への勤務成績の反映状況
　一律支給

係長の職務又は主査の職務

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事、技師又はそれ
に相当する職務

主事及び技師の職務

課長、支所長及び参事等の職務で任命権者が指定する職務

27 人

70 人５級

６級 5.8 ％16 人

課長、支所長及び参事の職務
課長補佐、室長、主幹、指導主事の職務で任命権者が指定する職
務

32 人

83 人

25.2 ％

構成比

11.5 ％

29.9 ％

18.0 ％

9.7 ％

職員数

50 人

区　分

１級

標準的な職務内容

３　　一般行政職の級別職員数等の状況

２級

４級
課長補佐、室長、主幹、指導主事の職務
係長の職務で任命権者が指定する職務

３級

1級. 9.7% 1級. 10.0% 
1級. 2.7% 

2級 11.5% 2級 11.4% 

2級 8.4% 

3級 29.9% 3級 29.1% 

3級 13.7% 

4級 18.0% 4級 18.7% 

4級 16.1% 

5級 25.2% 5級 25.3% 

5級 5.7% 

6級 5.8% 6級 5.5% 

6級 36.8% 

7級 13.7% 

8級 3.0% 
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（１）　期末・勤勉手当

（19年度支給割合） （19年度支給割合） （19年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　　　　５～１５％ 有 有
（注） 　（　）内は再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）
　一律支給

（２）　退職手当（２０年３月３１日現在）

その他の加算措置 その他の加算措置

1人当たり平均支給額

（注） 　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職員に係る職員に支給された
平均支給額です。

最高限度額

　定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）
（退職時特別昇給　　　なし　　　　　　）

五泉市

（支給率）
勤続20年
勤続25年
勤続35年

自己都合

勤勉手当勤勉手当 期末手当

自己都合

期末手当勤勉手当

59.28月分

勧奨・定年

33.5月分
23.5月分

期末手当
3.0月分

（0.75月分）

制度上の段階、職務の級等による加算措置

（1.6月分）

47.5月分

25,133 千円9,376 千円

59.28月分最高限度額

　定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

59.28月分

国

1,594 千円
１人当たり平均支給額（19年度）

1,755 千円

勤続35年 47.5月分

制度上の段階、職務の級等による加算措置制度上の段階、職務の級等による加算措置

（0.75月分）
1.5月分1.45月分

41.34月分 33.5月分

新潟県

４　　職員手当の状況

3.0月分3.0月分1.45月分

五　　　　泉　　　　市

１人当たり平均支給額（19年度）
-

59.28月分

（1.6月分）

59.28月分

勧奨・定年
23.5月分

（支給率）

国

勧奨・定年
30.55月分

41.34月分

（0.75月分）

自己都合
30.55月分

59.28月分

（1.6月分）

勤続20年
勤続25年



（３）　特殊勤務手当（20年４月１日現在）

（４）　時間外勤務手当

101,606 千円

166 千円

救急救命士　    300円
隊員　    200円

職員1人当たり平均支給年額（18年度決算）

福祉現業手当

行旅死病人の取扱業務

火災又は救急業務に従事した場
合

従 事 し た 職 員

行旅死病人取扱手当

特に精神的な不快を伴う調査、
指導及び身体に危害を受けるお
それのある職務

従 事 し た 職 員

消 防 職 員

社会福祉事務所、
健康福祉課、高齢
福祉課の職員

除雪作業手当

従 事 し た 職 員

市税滞納処分手当 従 事 し た 職 員

支給職員1人当たり平均支給年額（19年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員

徴収手当 市税の徴収業務

主な支給対象業務

16.7 ％

手当の種類（手当数）

支給実績（19年度決算）

財産の差押え及び差押物件の引
揚げ等の業務

126 千円

4時間を超えるとき　日額300円

69,922 千円

行旅死亡人　1件につき　2,000円

行旅病者　 　1件につき　1,000円

火災出動1回につき　　　          300円

救急出動１回につき

左記職員に対する支給単価

9

1,477 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

従事時間が4時間を超えるとき

職員1人当たり平均支給年額（19年度決算）

従 事 し た 職 員

従事時間が4時間を超えるとき

日額　250円

日額　300円

日額　200円

1回につき　   　250円

午前8時30分から午後5時15分

日額　300円結核患者に接触する作業

特殊除雪車による除雪作業

支給実績（19年度決算）

日額　500円

午後5時15分から午前8時30分
2時間を超えるとき　日額550円

感染症防疫作業

従 事 し た 職 員

感染症防疫作業手当

清掃作業手当

火災、救急業務手当

支給実績（18年度決算）

犬猫等の死骸処理作業・昆虫駆
除のため噴霧器を用いての薬剤
散布に直接従事した場合

結核予防作業手当

従 事 し た 職 員

14,482 円



（５）　その他の手当（20年4月1日）

扶養親族のある職員に支給
配偶者 13,000円
その他 各　6,500円
子（16歳年度初め～22歳年度末）

加算　5,000円

借家

最高27,000円
自宅

2,500円

交通機関利用者

最高55,000円
交通用具使用者
　使用距離に応じて

2,000円から最高24,500円
11月から翌年3月までの間支給
世帯主で扶養親族のある職員

17,800円

10,200円
その他の職員 7,360円
管理職員に対して職務の級等に
応じて定額を支給

1月当たり 31,700円～41600円
（現在上記の額のうち10％を減額
して支給）

1回につき10,000円
6時間を超えた場合15,000円

83,722 円6,530 千円

（5時間未満の場合は2,100円）

異なる

84 千円

同じ 13,894 円

5,600 円宿日直手当

　月額12,000円を超える家賃を支
払っている職員に対し、家賃の額
に応じて

　住宅を新築、購入した場合５年間

通勤手当

寒冷地手当

　休日等における正規の勤務時間
中に勤務した時間に応じ1時間当り
単価135/100を支給

管理職手当

夜間勤務手当

1月当たり
46,300円～

勤務1回につき

18,000円～

6時間を超え
た場合5割増

管理職特別
勤務手当

宿日直勤務１回につき4,200円

同じ

同じ

管理職員が臨時又は緊急の必要等
により、週休日又は休日に４時間
を超えて勤務した場合支給 6,000円

　正規の勤務時間として深夜に勤
務した時間に応じ1時間当り単価
25/100を支給

250 千円 25,000 円

139,300円 15,072 千円

休日給

64,750 円

2,848 千円

39,239 千円

443,302 円

扶養手当

異なる

同じ

同じ

同じ

平 均 支 給 年 額

（19年度決算）

通勤距離が２ｋｍ以上である職員に支給

45,652 円

12,869 千円

19,631 千円

国の制
度との
異同

141,419 円

支給実績
（19年度）

221,511 円

支給職員1人当たり

70,440 千円

国の制
度と異
なる内

同じ

借家又は自宅に住居する職員に支給

世帯主でその他の世帯主である職員

手　当　名

住居手当

　負担している運賃額に応じて1月当たり

内容及び支給単価



（834,000円）
（636,000円）
（571,000円）

(注） 　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期
（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込み額です。

３．３５月分

（算定方式）
８３４千円×在職月数×０．４
６３６千円×在職月数×０．２５

299,000 円

7,632 千円

（19年度支給割合）

16,013 千円

３．３５月分

（19年度支給割合）

市　　　長

316,000 円

議　　　員

区　　　　分

教　育　長
報
　
酬

副　市　長

副　議　長

教　育　長

退
職
手
当 ５７１千円×在職月数×０．２

副　市　長
市　　　長

議　　　長

給
　
　
料

市　　　長

553,900円
617,000円

５　　特別職の報酬等の状況（２０年４月１日現在）

副　議　長
議　　　長

期
　
末
　
手
　
当

議　　　員

386,000 円

792,300円

副　市　長
教　育　長

(　)内は給与削減前の額です。
市長5％、副市長・教育長3％の
給与削減を実施

給　　料　　月　　額　　等

5,482 千円
（在任期間毎）

（支給時期）（１期の手当額）

（在任期間毎）

（在任期間毎）



（１）　部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月1日現在）

（注） 　１　職員数は一般職に属する職員数です。
　２　［　　］内は、条例定数の合計です。
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人口1万人当たり職員数　106.87人

平成20年
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81

主な増減理由

業務の見直しによる減（△５）

職　員　数 対前年
増減数

31

0
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30



（２）　年齢別職員構成の状況（20年4月1日）

（３）　定員適正化計画の数値目標及び進捗状況
　①　平成１８年４月1日～平成２４年４月１日における定員管理の数値目標

　（参考）五泉市行財政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）

　②　定員適正化計画の年次別進捗状況（予定）の概要 （各年４月１日現在）

（注） 　１　計画期間は、１８年～２４年の６年間です。
　２　（　　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示したものです。
　３　増減は、各年の欄にあっては前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降
　　現年までの職員増減数の累計を示しています。
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（１）　水道事業
　①　職員給与費の状況

ア　決算

（注） 1 　職員手当には退職手当を含みません。
2 　職員数は平成20年3月31日現在の人数です。

イ　特記事項
・　給与抑制措置
[管理職手当] 管理職員を対象に管理職手当を平成18年1月より１０％減額。
（注）　旧五泉市おいては、平成11年4月より実施。
[昇給抑制] 全職員を対象に、昇給の抑制措置を平成19年度から3年間実施。
[勤勉手当] 平成19年度人事院勧告による勤勉手当の引上を未実施

　②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日）

（注） 　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

　③　職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

（注） 　（　）内は再任用職員に係る支給割合です。

平均月収額

純損益又は実
質収支

357,454 円

（19年度支給割合）

554,100 円

千円
37,310 139,174 6,627

五　　泉　　市　(一般行政職）五　　　　泉　　　　市

千円
B／Ａ

一人当たり給与費

五泉市 47.4

89,816 12,048

191,213

区　分 平均年齢 基本給

A 給料 職員手当
千円

302,610

（参考）
18年度の総費用に占
める職員給与費比率

％

総費用に占める職
員給与費比率

千円
計 　Ｂ期末・勤勉手当

職員給与費

Ｂ
千円

Ａ
区　分

１９年度
725,335 27.3

１人当たり平均支給額（19年度）

１９年度
21人

職員数

千円

７　　企業職員の状況

総費用

千円

給与費

１人当たり平均支給額（19年度）

（加算措置の状況）（加算措置の状況）
（１．６月分）

３．０月分

1,594 千円

千円

制度上の段階、職務の級等による加算措置
　・役職加算　　　　５～１５％　・役職加算　　　　５～１５％

制度上の段階、職務の級等による加算措置

Ｂ／Ａ
％

26.4

区　分

１．４５月分
（０．７５月分）

勤勉手当

1,795 千円

１．４５月分

（19年度支給割合）
勤勉手当

（１．６月分） （０．７５月分）

期末手当
３．０月分
期末手当

団体平均 45.5 374,552 円 571,242 円



イ　退職手当（２０年３月３１日現在）

その他の加算措置 その他の加算措置

1人当たり平均支給額 1人当たり平均支給額

団体平均1人当たり平均支給額

（注） 1 　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職員に係る職員に支給された
平均支給額です。

ウ　特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当

（注） 　時間外勤務手当には、休日給を含みます。

59.28月分勤続35年
勤続25年 33.5月分 41.34月分

高圧電気取扱作業手当 企 業 従 事 職 員

手当の種類（手当数） 3

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価手当の名称

水道料金の徴収業務

高圧電気取扱作業 日額　450円

給水の停止処分及び滞納整理業
務

給水停止処分手当

主な支給対象職員

徴収処分手当

企 業 従 事 職 員

356 千円

4,871 千円

企 業 従 事 職 員

日額　300円

日額　200円

180 千円

支給実績（19年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（19年度決算）

支給実績（18年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（18年度決算）

7,833 千円

自己都合 勧奨・定年

五　泉　市 五　泉　市　（一般行政職）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率）
30.55月分

勤続25年 33.5月分
勤続20年 23.5月分 30.55月分 勤続20年

59.28月分
勤続35年 47.5月分 59.28月分

41.34月分
23.5月分

47.5月分

25,133 千円
自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

59.28月分

　定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 　定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

最高限度額 59.28月分

支給職員1人当たり平均支給年額（19年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

43 千円

2,663 円

72.7 ％

（退職時特別昇給　　　なし　　　　　　） （退職時特別昇給　　　なし　　　　　　

0 千円 24,761 千円 9,376 千円

支給実績（19年度決算）

59.28月分 最高限度額

16,498 千円



カ　その他の手当（20年4月1日）

扶養親族のある職員に支給
配偶者 13,000円
その他 各　6,500円
子（16歳年度初め～22歳年度末）

加算　5,000円

借家

最高27,000円
自宅

2,500円

交通機関利用者

最高55,000円
交通用具使用者
　使用距離に応じて

2,000円から最高24,500円
11月から翌年3月までの間支給
世帯主で扶養親族のある職員

17,800円

10,200円
その他の職員 7,360円
管理職員に対して職務の級等に
応じて定額を支給

1月当たり 31,700円～41600円
（現在上記の額のうち10％を減額
して支給）

1回につき10,000円
6時間を超えた場合15,000円

　④定員適正化計画の数値目標及び進捗状況
この内容については、「６　職員数の状況」に含まれています。

（19年度決算）

3,158 千円 197,375 円

支給職員1人当たり

平 均 支 給 年 額

　月額12,000円を超える家賃を支
払っている職員に対し、家賃の額
に応じて

47,506 円

支給実績
（19年度）

同じ

一般行
政職の
制度と

一般行
政職の
制度と

　負担している運賃額に応じて1月当たり

通勤距離が２ｋｍ以上である職員に支給

手　当　名 内容及び支給単価

通勤手当 同じ

扶養手当

住居手当

808 千円

120,000 円

　住宅を新築、購入した場合５年間

720 千円

管理職員が臨時又は緊急の必要等
により、週休日又は休日に４時間
を超えて勤務した場合支給

0 千円 0 円

1,644 千円 74,718 円

同じ

借家又は自宅に住居する職員に支給

36,402 円

0 円

寒冷地手当 同じ

管理職手当 同じ

世帯主でその他の世帯主である職員

休日給 同じ
　休日等における正規の勤務時間
中に勤務した時間に応じ1時間当り
単価135/100を支給

764 千円

0 千円
管理職特別
勤務手当

同じ
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